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研究ノート
Intra-Industry Tradeと貿易摩擦
小 田，正 雄
1 序
最近の貿易摩擦の1つの特徴は，それが先進工業国の間で生じているということであ
る。これら先進諸国では，産業構造が接近し，したがって同一産業内の財を輸出入するの
で，産業構造が補完的な国々の間の貿易の場合よりも一層競争的であり，貿易摩擦が生ず
る可能性が大きいであろう。したがってまた，貿易摩擦は intra-industrytradeにおい
て，最も頻繁に起こることが予想される。周知のようにわが国はアメリカから農産物や工
業原材料を輸入し，工業製品を輸出するという補完的な貿易をしている側面もあるが，若
千の工業製品，たとえば自動車などについては， intra-industrytradeを行っているこ
とも事実である。
ところで，このような intra-industrytradeにおいて，ここ数年の間に，アメリカで
逆輸入代替的な需要パターンのシフトが起ったのである。つまり，アメリカの消費者のテ
イストが大型車から，わが国の小型車へ変わり，その結果わが国の小型車の輸出が増加す
るという傾向が生じたのである。その結果，アメリカ自動車産業の生産と雇用が低下し，
わが国のそれが高まることになり，同時にアメリカの貿易収支の赤字とわが国の黒字が生
じたのである。
一般的に，需要バターンは短期間にシフトするが，供給側の調整には時間がかかる。し
たがって，短期においては当事国の間で，このような利害の対立が生ずることは，十分あ
りうることである。周知のように，今日の多くの工業製品は intra-industrytradeを前
提にして生産されているが，そのような企業にとって，テイストの変化に応じて短期間に
生産を調整することは，必らずしも容易ではないであろう。もしそれができなければ，
intra-industry tradeは中断し，生産水準と利潤を低下させ，失業を生じさせるであろ
う。
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小論の課題は， intra-industrytrade拡大の原因を明らかにすると共に，その中断が
もたらす短期的なインパクトを明らかにすることによって，貿易摩擦について若干の考察
を行うことである。周知のように，小島清(1981)は，このような intra-industrytrade 
は可変的な資本と労働の相対比率差を基礎とするので，分業は不安定であり，本質的にシ
ーソー・ゲームの性格を持つことを指摘している。小論においてわたくしは， intra-ind-
ustry tradeが財の差別化による一時的な比較優位に基くので，そのような性格を持って
おり，したがって貿易摩擦が生じやすいものであることを示したいと思う。
2 Intra-Industry Trade 
同一産業内の財が相互に輸出入される two-waytradeをいかに説明するかについて
は，すでに S.B. Linder (1961), B. Balassa (1966), H. G. Grubel (1967)などによ
ってとりあげられていたが，最近になって P.Krugman (1979, 1980), A. K. Dixit & 
V. Norman (1980), E. Helpman (1981)などによって，一般均衡的なモデルを用いて，
再び検討されることになった。これらの研究から多くのモデルや仮説が提示されている
が，基本的には，規模の経済 (economiesof scale)や生産物の差別化 (productdiffe-
rentiation)などのような独占的競争 (monopolisticcompetition)を促進する諸要が，
intra-industry tradeを促進しているという点で，かなりの合意が得られている。すな
わち，先進国間貿易の中心をなす工業製品は，互いに強力な代替財を持つ差別化された財
であり，したがって相互に輸出入されるという性格を持っているのである。そこでもし貿
易当事国が共に productdifferentiationを行い続けることができれば， intra-industry
tradeが拡大するのであるが，その中の一方の国で生産性の上昇率が低下し， differenti-
ated productを作り続けることができなくなれば， two-waytradeは one-waytrade 
になる可能性がある。
さて，最近の論文において， E.Helpman (1981)は非常に一般的なモデルを展開し，
同質の財を想定するヘクシャー・オリーン・タイプのモデルと，異質的な財を想定するチ
ェンバレン・タイプのモデルの統合化を試みている。そして当事国の要素存在量比率が接｀
近すればするほど， intra-industrytradeが拡大し， 逆に要素存在量比率の違いが大き
くなればなるほど， inter-industrytradeが拡大するという興味深い結論を得ている。要
素存在量比率が接近するということは，産業構造が類似しているということであるから．
Helpmanの結論は，産業構造が接近すればするほど， intra-indust.rytradeが拡大する
というこを意味する。これは，次々に代替財が登場して世界貿易が拡大した， 1970年代の
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経験と一致する。
ここでは，まず P.Krugman (1979, 1980)のモデルによって， increasing-returns 
による独占的競争が intra-industrytradeを促進していることを示し，次に product
differentiationが intra-industrytradeを促進するということを明らかにしたいと思
う。•
P. Krugmanのモデルは，要素存在量，テイスト，および生産技術が全く等しい 2国
において，（規模に関する）収穫逓増によって貿易が生ずることを明らかにしている。た
だし，ここでの収穫逓増は企業に内部的なものであり，したがって各企業は1財のみを生
産することになる。そのモデルは，次式によって示される。
U=4 c; ゜，
l;=<t+P巧
o<Oく1 j= 1・・・n 
a, P>O 
,L=エ1= 4 (a+p巧)
j J 
巧=Le; 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(1)は，自国の各個人が全て等しい効用関数を持つとした場合の，ある個人の効用関数で
あり，それはその個人が消費する j財の量 (c;)の関数である。財は n種類あるものと
する。 (2)はi財の生産関数であり， i財の生産量巧は， j財に投入される労働量hの
みの関数である。生産要素は，労働だけである。 (3)は生産要素の完全雇用の条件を示した
ものであり，また(4)は， j財の需給均衡式である。ただし， L は自国の労働量ないし雇用
量である。
次に，効用および利潤の最大化を仮定して， j財の需要関数約と，自国が生産する財
の種類 nを求める。
まず各個人の所得を yとし， j財の価格を約とすれば，個人の予算の制約式は
匹印 =y
J 
である。 (1)を(5)の制約の下で最大化するものとする。関数
¢=エc;9-..l[エP印— y]
J J 
をqで微分してゼロとおけば
8¢/Bc; = 6c1°-1 -.lP; = 0 
となる。したがってこれから
(5) 
(6) 
(7) 
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幻=oi-1 c;9-1 = 0炉（巧/L)o-1 j= 1…n (81 
をうる。仮定によって各個人の効用関数は等しいので， (8)がj財の需要関数である。そし
てここでは各企業はそれぞれ1財だけを生産しているので， (8)はまたj企業の直面する需
要関数でもある。なお， (8)から需要の弾力性勺を求めれば
約 d巧幻 de;- = - = E・= 巧 d朽 CJ dp, 1 1-() ＞。 (9) 
となる。ところで， j企業の利潤町は，賃金率を W とすれば
巧 =P凸—りW = P1X1ー (a十¢巧） w (10) 
であるから， UOlを巧で微分してゼロとおき，限界収入＝限界費用とおけば，利潤を最大
にする財価格元は
P; = 8一ipw (1) 
となる。したがって，この元の下での生産量らは， (1)を(8)に代入することによって
9-1 
み=I喜 L (12) 
となる。
ところで，このようなみ，みは短期における財価格と生産量である。長期においては
結局町=O となるので， ~O)から，長期におとる生産量約は
笈1= aO /3 (1-0) (13) 
となる。また，このような長期において生産されを財の種類 nは， (4)と(13)から
L L L(l-0) 
n= = = 
l1 a十竺- (I, 
1-0 
U4l 
となる。
さて，テイストと生産技術が自国と全く等しい外国を考え，両国が輸送費ゼロの下で貿
易するものとする。外国の生産要素（労働）の存在量を L*とすれば，外国で生産される
財の種類n*は，生産技術が自国と同じであるから
n* = L* (1-0) 
(/, 
US) 
である。いま両国の財価格が全て等しいとしよう。貿易によって自国はn*財を輸入し，
外国は n財を輸入するので，両国は n+n*種類の財の消費が可能になる。このような場
合， 自国と外国の輸入財に対する支出のシェアーは，それぞれ
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n*/(n+n*) = L*/(L+L*) 
n*/(n+n*) = L/(L+L*) 
873 
US) 
U7l 
である。仮定によって，自国の所得は Lwであるから，自国の輸入額は LL*w/(L+L*)
である。他方，外国の所得は L*w*であるから，外国の輸入額は LL*w*I (L+ L*)であ
る。しかし仮定によって w=w*であるから，両国の輸入額は等しく，貿易収支は均衡す
る。
以上のモデルからいえることは， L=L*とき，つまり両国の大きさが等しいときに，
世界の貿易額が最も大きくなるということである。また，貿易によって両国の消費者が選
択できる財の集合が拡大するので，効用水準が高まることになる。
さて，このような Krugmanのモデルの基本的なねらいは，要素存在量，テイストお
よび生産技術が全て等しい2国において，企業に内部的な収穫逓増によって，貿易が生じ
＇うることを示すことにある。しかし，今日の先進国間貿易の主役は，基本的には同一産業
内の財であるが，プランドその他によって差別化され，内外市場で強力な代替財を持つエ
業製品である。したがって，生産物の差別化による独占的競争の下で生産されている財の
貿易を考えなければならない。そのような一般均衡的なモデルは， E.Helpmanによって
定式化されているので，ここでは部分均衡的な図を用いて，差別化された財の貿易を考え
ることにする。
周知のように，先進国における主要な産業部門での市場形態は，差別化された財を競争
的に販売している独占的競争である。その市場形態の特徴の1つは，個々の企業は他の企
業とは区別された，マイナスの傾斜をした需要曲線を持っているということであり，今1
つは差別化されてはいるが基本的には同一産業に属する財を生産している企業がかなり存
在するので，個々の企業はその競争相手にはっきりした形の影響を与えることができない
ということである。このように，ある特定の企業の生産物は，同一産業の他の企業の生産
物とは明確に異なっており，その財に対する需要曲線が右下りとなるのである。
しかしここで重要なことは，自由貿易の下では，その需要曲線は自国と外国の両市場を
対象としたものになるということである。というのは，ある特定のブランドを持つ財は，
両国市場を通じて1つしかないからである。したがって，需要の弾力性は自国市場だけの
場合よりも大きくなる。そこで，独占的競争に直面しているある企業の需要曲線と費用曲
線について，自国市場のみを対象とする場合と，自国市場と外国市場の両市場を対象にす
る場合に分けて考え，それによって， intra-industrytradeが行われる理由を明らかに
することにしたいd
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図において， Ddは問題とする企業が生産する財に対する自国市場の需要曲線であり，
Dd+fは，それに外国の需要曲線を加えたものである。ただし，ここでも自国と外国の市
場の大きさは同じであるものとする。したがって， Dd+fは縦軸から測って， Ddの 2倍
の距離にあるものとする。 MR4+fIま， Dd+fから得られる限界収入曲線であるが，この
ような場合には Ddと lvfRd+fは同じになる。 MRdは炉から得られる限界収入曲線
である。他方， Mび+fは，自国と外国の両市場を対象としたときの限界費用曲線であり，
Aび+fはその平均費用曲線である。また MCdは自国市場のみを対象としたときの限界
費用曲線であり， Aびはその平均費用曲線である。 Aび+fはAびの包絡線である。
さて，問題の企業が自国市場のみを対象とする場合には，炉の価格で Q• 量を生産す
ることになる。しかし貿易が可能になり，外国の市場をも対象にして生産活動ができる場
合には， pむfの価格で Qd+f量の生産を行うことになる。そしてその半分の Qdを自国
市場に向け，残りの Qdが+fを外国に輸出するであろう。 pd+fが炉より低いことは，
市場の拡大によって Aび+fが低下するからであり，このような規模の経済によって，財
価格を引下げることができると共に，利洞も拡大することが知られる。
ところで，多くの工業製品は特定のブランドを持っており，その需要曲線は Dd+fのよ
うに，自国と外国の両市場を対象としたものである。したがって，これと全く同様な状況
を外国の企業について想定すれば， Q切d+fが intra-industrytradeとなるであろう。
そして，規模の経済の効果が大きいほど，財価格は低下し，また、 productdifferentiat-
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ionによる monopolisticcompetitionの程度が高まり，したがって Dd+fの弾力性が
高まれば高まるほど inrta-industrytradeが拡大することが知られるであろう。他方，
このような intra-industrytradeが行われている国では，所得水準が高く，テイストも
ほば類似している。もしテイストが類似しておれば，自国で需要される財は外国でも需要
されるのであるが，しかしその代替財を生産する企業はあっても，それと全く同一の財を
生産する企業は，外国にはないのである。 したがって， intra-industrytradeが行われ
るのである。
なお，図の pi+fを求めれば，次のようになる。問題の企業を iとすれば， i企業が
直面する需要関数は
PJ=FJ (q1••·qn) UW 
である。ここで 8PJ/8g;<Oである。ただし q;Iまi企業の生産である (i=l…n)。した
がって， i企業の利潤町は
町=qJF;(qi, …，化）ー C(か
であるから
81t:1/a釘=F1+q;8F;/8q;ー C'(q;)=O
したがって，利潤を最大にする財価格約は
a (q;) 
(19) 
幻＝
(1-古)(20)
となる。ただし， Ej= 8q; P1 
8P; 釘
>oである0 (20)をU8lに代入して QJを求めれば，
それが利潤を最大にする生産量を与えることになる。
3 貿易摩擦
さて，前述のような形で同一産業に属する財が相互に輸出入され，初期に貿易収支が均
衡していたとしよう。そのような状態から，自国の輸出は行われるのに，たとえば需要の
シフトによって，外国の輸出はストップするものとする。その結果，外国企業の直面する
需要曲線は， D'+f から D' になるので，• 生産規模と雇用の縮少を強いられ，長期的には
炉の価格で Q• 量を生産することになるであろう。しかしさし当たり，もとの価格pd+f
でQ'量を生産して，自国の需要量を供給するであろう。勿論，そのような生産調整のプ
ロセスで，失業や設備の遊休が生ずることは当然である。 pd+fの価格で Qdの生産をし
た場合にも，プラスの利澗はあるが，それは需要のシフトが起こる以前の利潤や，財価格
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と生産量ががと Q'となる調整後の長期的均衡における場合のそれよりも小さい。した
がって，需要が初期の状態に回復する見通しがなければ，この企業は pd,Q• の財価格と
生産量の組合せを選ぶことになるであろう。
このように，需要のシフトによる two-waytradeから one-waytradeへの移行は，
貿易収支の不均衡と失業設備の遊休を伴うことになる。これが貿易摩擦として問題にされ
ているのである。しかし産業構造が接近した工業国が差別化された生産物によって行う
two-way tradeは，特定のブランドによる財の差別化という一時的な比較優位に基くも
のであり，したがって貿易摩擦を生じさせやすい性格を持っているのである。そこでその
ような場合にも， two-waytradeを拡大していくためには，貿易当事国がdifferentiated
productを作り出す能力を持ち続ける必要があるのである。しかしそれは当事国経済の基
本的な諸力，いわゆるファンダメンタルズに依存することになるであろう。直接投資がそ
のようなファンダメンタルズの生成にとって有効であることはいうまでもない。
4 結’び
今日の intra-industrytradeの中心は，プランドその他によって差別された工業製品
であるが，それは財の差別化による一時的な比較優位に基いているので，貿易摩擦を起こ
しやすい性格を持っている。したがって， t~o-waytradeは一時的にone-waytradeと
なりうるのである。 two-waytradeを続けるためには，次々に differentiatedproduct 
を作り続けなければならない。貿易摩擦を解消し， differentiated productを作るのに
直接投資がどの程度有効であるかについては，改めて検討したい。なお，池本清 (1981)
は，将来の貿易理論は貿易の中断による不利益を考慮していないという批判をしている。
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